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１ 指定管理者募集の趣旨 

   海津市はばたき（以下「はばたき」という。）については、現在の指定管理者の指定期間が令

和９年３月３１日に終了することから、利用者サービスの向上、一層の効率的かつ効果的な管

理運営を行うため、はばたきの管理運営等に関する業務を行う指定管理者を募集します。 

 
 
２ 管理を行う公の施設の概要 

（１） 名称 

海津市はばたき 

（２）施設の種別 

   障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（以下「法」という。）の規

定による多機能型障害福祉サービス事業所 

             （生活介護事業、就労継続支援 B 型事業） 

（３）所在地 

   海津市海津町高須町６３３番地１ 

（４）施設定員 

   ３０人 （内訳：生活介護２０人・就労継続支援 B 型１０人） 

（５）建物規模 

   建物     ３１６．９㎡ 

   敷地   １，１１８．０㎡ 

（６）建物竣工年月日 

   昭和６０年１２月 

   平成２３年１２月一部増築 

 

 

３ 申請の資格 
  法に定める指定障害福祉サービス事業者としての実績があり、県内に主たる事業所を有する法

人であること。 

 法第３６条の規定に基づく指定障害福祉サービス事業者による生活介護及び就労継続支援の

指定が得られる、県内に主たる事務所を有する法人であること。 

  ただし、次に該当する法人は、応募することはできません。法人の代表者が該当する場合も同

様です。 

 （１） 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第２項の規定により本市

における一般競争入札等の参加を制限されている者 

 （２） 指定管理者の指定を管理の委託とみなした場合に、地方自治法（昭和２２年法律第６７



- 3 - 

号）第９２条の２、第１４２条（同条を準用する場合を含む）又は第１８０条の５第６項

の規定に抵触することとなる者 

 （３） 応募日現在において、地方自治法第２４４条の２第１１項の規定による指定の取消しを

受けてから３年を経過しない者 

 （４） 本市における指定管理者の指定の手続において、その公正な手続を妨げたもの又は公正

な企画提案の成立を害した者 

 （５） 応募日現在において、社会福祉法（昭和２６年法律第４５号）第７２条各項に規定する

許可の取消し、その他の処分を受けてから３年を経過しない者 

 （６） 応募日現在において、社会福祉法第１３１条から第１３５条までの規定する罰則の適用

を受けてから３年を経過しない者 

 （７） 応募日現在において法人税、消費税、県税、市町村民税、社会保険料を滞納している者 

 （８） 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２

号に掲げる暴力団の構成員及びそれらの利益となる活動を行う者 

 

 

４ 指定管理者が行う管理の基準及び業務の範囲 
(１) 管理の基準 

① 関係法令及び条例の遵守 

業務の遂行にあたっては、次の関係する法令及び条例等を参照してください。 

   ア 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号） 

   イ 障害者基本法（昭和４５年法律第８４号） 

   ウ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２

３号。以下「法」という。）、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法

律施行令（平成１８年政令第１０号）、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援す

るための法律施行規則（平成１８年厚生労働省令第１９号）、その他関係法令 

   エ 海津市はばたき設置条例（平成２３年海津市条例第１８号）、海津市はばたき管理規則

（平成２３年海津市規則第２５号） 

   オ 社会福祉法（昭和２６年法律第４５号）、社会福祉法施行令（昭和３３年政令第１８５

号）、社会福祉法施行規則（昭和２６年厚生省令第２８号） 

    カ  労働基準法（昭和２２年法律第４９号）、労働安全衛生法（昭和４７年法律第５７号）

その他労働関係法令 

   キ 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）、消防法（昭和２３年法律第１８６号）その

他施設の管理運営に関する法律 

   ク 障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律（平成２３年法律第７

９号） 

   ケ 障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（平成２５年法律第６５号）） 
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   コ 海津市情報公開条例（平成１７年海津市条例第１０号） 

   サ 個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号） 

   シ 海津市個人情報保護法施行条例（令和５年海津市条例第５号）、海津市個人情報保護法

施行細則（令和５年海津市規則第１２号） 

   ス 海津市行政手続条例（平成１７年海津市条例第１２号）、海津市情報公開条例施行規則

（平成１７年海津市規則第１１号） 

   セ 海津市公の施設に係る指定管理者の指定手続き等に関する条例（平成１７年海津市条例

第１７３号）、海津市公の施設の指定管理者の指定の手続等に関する条例施行規則（平成

１７年海津市規則第１６６号） 

② 環境に配慮した施設の維持管理 

    ア 環境に配慮した商品・サービスの購入（グリーン購入）を推進し、また、廃棄に当たっ

ては資源の有効活用や適正処理を図ること。 

   イ 電気・ガス・ガソリン等のエネルギー使用量の削減に向けた目標を設定し、取り組みを

推進すること。 

   ウ 環境や人に影響を及ぼす事故を防止すること。 

   エ 利用者・職員に対する環境の保全及び創造に関する情報提供・意識啓発に努めること。 

 
（２） 業務の範囲 

指定管理者が実施することとなる業務の範囲については、別添「海津市はばたき指定管理者仕様

書」（以下「仕様書」という。）で定めるとおりとします。 

① 利用者の生活支援、作業訓練、健康管理その他の処遇に関すること。 

  ② 施設、附属設備及び物品の保全に関すること。 

   ※台風等施設付属設備等の保全に影響があると予測される場合は、職員を常駐させるなど、

必要な措置を講ずること。 

③ 施設内の清掃の保持、整頓その他の環境の整備に関すること。 

④ 前３号に掲げるもののほか、施設等の運営に関して市長が必要と認める業務 

   ※利用者との契約事務、障害介護給付費の請求、利用者負担の徴収及び上限管理等、その他

公の施設として必要な業務。 

 

指定管理者が行う業務を一括して第三者に委託することはできません。ただし、管理業務のう

ち、一部の業務については、協議の上、専門の事業者に委託することができます。 

 
 
５ 指定期間 

  令和９年４月１日から令和１２年３月３１日までの３年間を予定しています。 
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６ 申請の方法 

 （１） 申請に当たっては、次の書類を市に提出してください。   

提出書類・

部数 

 

提出書類：「８ 提出書類」に記載する書類 

提出部数：１３部（正本１部、副本１２部） 

    「８ 提出書類」のうち次の書類については、正本１部のみ 

    を提出すること。 

８－①法人登記記載事項証明書 

８－②定款 

８－③決算書等 

８－④納税証明書 

８－⑤確定申告書の写し 

【注意事項】 

・申請書類（官公署が交付する証明書を除きます。）の大きさは、日本工業

規格 A4 判とし、縦左とじで作成すること。 

・提出書類の右上欄外に書類の名称に付している書類番号（例「１」）を記

入すること。 

・各書類にインデックスを付けること。 

 

 （２） 提出先 

  〒５０３－０６９５ 

  海津市海津町高須５１５番地（海津市役所東館２階） 

  海津市健康福祉部社会福祉課 障害福祉係 

  電 話 （０５８４）５３－１１３９（直通） 

 

 （３） 提出期間 

令和８年１０月１３日（火）～１０月３０日（金） 

開庁日の午前９時～午後４時３０分まで（郵送の場合、必着） 

 

（４） 提出方法 

 持参するか郵送（簡易書留）してください。なお、FAX 又は電子メール等による提出は受

け付けません。 

 

（５） その他 

・申請書類の作成に当たっては、日本語、日本国の通貨単位及びメートル法を使用してくだ

さい。 

・申請に際して必要となる費用は、すべて申請団体の負担とします。 
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・提出された申請書類は、返却しません。 

・提出された申請書類に不備がある場合、事業計画の内容に影響を及ぼさない範囲内の軽微

なもの（添付すべき証明書類の添付漏れ、提出部数の不足等）にあってはその補正を認めま

すが、事業計画書の記載事項の訂正又は全部若しくは一部の差し替えなど、当該範囲を超え

るものにあっては、その補正を認めません。 

・提出された申請書類の著作権は、その著作者に帰属するものですが、市が必要と認める場

合には、その全部又は一部を無償で使用します。 

・申請内容に含まれる特許権、実用新案権、意匠権、著作権、商標権その他日本国の法令に

基づいて保護される第三者の権利を侵害した結果生じる責任は、すべて申請団体が負うもの

とします。 

・市が必要と認める場合には、申請書類と別に追加資料の提出及び補正等を求めることがあ

ります。 

・市の職員と接する選定手続の場に、市の職員であった者を参加させることはできません。 

・申請団体の名称は、審査手続が終了するまで公表しません。 

 

 

７ 責任・リスク分担 

   市と指定管理者の基本的なリスク分担は、概ね次表のとおりとし、詳細については両者の間

において別途締結する協定または両者の協議で定めることとします。 

   また、指定管理者は、施設管理者賠償責任保険、利用者傷害保険その他必要な保険に加入し

てください。 

項    目 市 指定管理者 

施設の維持管理  ○ 

施設の補修 
○ 

（５０万円以上） 

○ 

（５０万円未満） 

安全衛生管理  ○ 

事故災害による施設の損傷 
○ 

（右記以外） 

○ 

（責めに帰する場合） 

利用者への損害賠償 
○ 

（右記以外） 

○ 

（責めに帰する場合） 
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８ 提出書類 
 

（１）指定管理者指定申請書  様式第１号 

（２）事業計画書  様式第２号 

（３）収支計画書  様式第３号 

（４）事業経歴（沿革）  別紙１ 

（５）役員構成  別紙２ 

（６）運営費見積提案書（令和９年度）  別紙３ 

（７）職員配置表（令和９年度）別紙４－１・別紙４－２   

（生活介護事業、就労継続支援Ｂ型事業） 

（８）法人等の概要を示す書類 

① 法人登記記載事項証明書（申請日前３か月以内に発行されたもの） 

② 定款 

③ 決算書等 （直近３年間）  

④ 納税証明書（前年度）   

⑤ 法人税及び消費税の確定申告書（勘定内訳書を含む）写し   

⑥ 法人の管理規程  

⑦ 就業規則  所轄労働基準監督署の届出印が押印されているもの 

⑧ 給与規程            〃 

⑨ その他添付書類 

ア サービスを保つ仕組みについて    様式自由（１ページ以内） 

イ 職員の人材確保・育成に関する考え方      〃 

ウ 法人が業務委託する内容            〃 

エ 支援計画                   〃 

オ 利用者の家族等との連携・連絡に関する考え方  〃 

カ 地域との関わりについての考え方        〃 

キ 特別支援学校、ボランティア、関係機関との連携に関する考え方 

 

※ エ 支援計画については、利用者の生活・就労支援に関する考え方、 

取り組み方、サービス提供・サービスの見直しについての考え方 

について記入すること。 

 

 

９ 募集に際しての留意事項 
  応募書類作成に当たっては、「４ 指定管理者が行う管理の基準及び業務の範囲」をはじめ、

次の点に留意してください。 
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（１） 指定管理者経費 

本業務の実施に係る費用は、利用料金等をもって充てることとし、指定管理者経費は

支払わないものとします。 

（２） 並行運営経費 

  指定管理者として指定された後、指定管理業務開始前に、総括責任者就任予定者及び従

事予定者に対して、一定期間施設にて事務及び事業の引続ぎを行います。なお、令和９年

３月３１日以前に引継ぎに要した費用は、全て指定管理者として選定された法人の負担と

します。 

（３） 情報の公開 

応募書類その他提出された書類は、海津市情報公開条例の定めによる公文書公開請求

の対象となり、個人に関する情報その他の同条例第７条に規定する非公開情報に該当す

る部分を除き、同条の規定により公開されます。ただし、特定の個人が識別されたり、

法人の正当な利益を害するおそれがある情報は、公開しない場合があります。 

（４） 申請の辞退 

     申請書類の提出後に辞退する場合には、事前に電話連絡の上、辞退届（様式Ｂ）を郵便

又は持参により提出してください。 

 

 

１０ 指定管理者の選定 
（１） 審査方法 

海津市公の施設指定管理者選定委員会において、最も適合していると認められる団体を当

該施設の指定管理者候補団体（以下「候補団体」という。）として選定します。 

候補団体は、市議会において議決を経た後に、指定管理者として正式に指定されますが、

その間に候補団体に事故等があった時には、選考されなかった申請者のうちから新たに選考

を行う場合があります。 

なお、市議会の議決が得られなかった場合及び否決された場合には、指定管理者として指

定することはできないこととなります。この場合、候補団体はその損害賠償を市に対し請求

することはできません。 

 

ア 日程及び開催場所 

     令和８年１１月５日（木） 海津市役所内会議室 

 

   イ 審査 

     海津市公の施設指定管理者選定委員会の審査は、次の流れにより行います。 

    ① 申請団体によるプレゼンテーション 

各申請団体が、制限時間１５分の範囲内において、委員に対するプレゼンテーショ
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ンを行います。プレゼンテーションにおいて使用する資料は、その申請団体が提出し

た申請書類の内容に沿って作成されたものとします。プレゼンテーションの際は、本

市においてプロジェクターを準備します。 

なお、プレゼンテーションの順序は、申請団体が申請書類を提出し、市が受け付け

をした順とします。 

    ② 市及び委員からの質疑並びに申請団体の応答 

 市及び委員から申請団体に対して質疑を行い、申請団体の説明を求めます。この質

疑応答の時間は、１申請団体当たり１５分を目途とします。 

 

（２） 審査基準 

     審査内容については、次の基準により審査します。 

評価項目 審査区分 審査の視点 配点 

基本姿勢 はばたきを運営するに

あたっての理念・方針 

・障害者総合支援法に基づく事業の実

績および経験を生かした取組み姿勢は

どうか。 

５５ 

・施設の運営方針を理解したものであ

るか。 

・法人の福祉に関する社会的取組みは

どうか。 

苦情、要望等の対応体制 ・法人に苦情、要望等に対する公聴及

び対応体制があるか。 

・苦情、要望等の反映方法、対応の即

時性、検証体制はどうか。 

職員の人材育成 ・職員の人材育成に関する考え方はど

うか。 

就労継続支援Ｂ型

事業への取組み 

就労継続支援Ｂ型事業

の実施について 

・就労継続支援Ｂ型のサービス目的に

則った取組み方針が示されているか。 

・作業受託の取組み体制が示されてい

るか。 

・就労体験等の取組み体制が示されて

いるか。 

・就労に結びついた後の継続的支援、

フォローアップ体制はどうか。 
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  ・障がい者に対する就労支援の良好な

取組みが示されているか。 

・就労支援における継続就労の体制が

示されているか（一定期間経過後の就

労状況など）。 

 

生活介護事業への

取組み 

生活介護事業の実施に

ついて 

・生活介護利用者の障がいの特性に応

じ、介護支援の体制が示されているか。 

・創作的活動支援の良好な取組みが示

されているか。 

・生産活動支援の良好な取組み体制が

示されているか。 

自主事業の実施 施設利用者等のサービ

ス向上に資する自主事

業の実施 

・自己の経費と創意工夫により実施す

る福祉事業が示されているか。 

２０ 
地域との連携 ボランティアの受け入

れや行事の実施を通じ

た地域との交流 

・地域住民やボランティア団体などの

関係機関との交流事業が示されている

か。 

緊急時の対応 災害発生時の対応 ・災害発生に対する対応マニュアル、

職員周知、訓練等の取組みが示されて

いるか。 

２５ 

事故防止のための取組

み、リスクへの対応能力 

・事故防止のためのマニュアル、チェ

ック体制及び職員周知が示されている

か。 

事業の収支 指定管理業務及び指定

管理以外の業務の収支

計画 

・提案内容に基づいた事業収支が示さ

れているか。 

・無理のない効率的な業務運営ができ

る事業収支が示されているか。 

・積算根拠が明確に示されているか。 

個人情報保護 個人情報保護について

の取り組み 

・個人情報保護や情報管理は適切であ

るか。 

開かれた運営 ホームページ等を利用

した情報の公開 

・ホームページ等を活用し常に運営状

況等の情報を公開する取組みが示され

ているか。 

環境の整備 環境整備への取組み ・施設内の清掃の保持、環境整備への

取組みが示されているか。 
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施設管理 施設の管理実績 
・障害福祉施設や類似施設の管理実績

がどの程度認められるか。 

人員の配置 職員配置 

・提示基準の職員配置体制が示されて

いるか。（提案内容が実現可能である

か。） 

・支援内容に応じた専門職員配置が示

されているか。 

・支援内容に応じた人材確保が示され

ているか。 

１０ 

法人の状況 法人の経営状況 ・法人の経営状況が良好であるか。 

合 計 １１０ 

 

（３） 申請資格の喪失 

次に掲げる事項に該当する申請団体は、指定管理候補者の選定の対象から除外します。

また、指定管理候補者の選定を受けた者が、当該選定の後、次の各号のいずれかに該当

することが判明したときは、市長は、当該選定を取り消すことができます。 

① 申請書類の提出方法、提出先、提出期限等が守られなかったとき。 

② 補正を求めたにもかかわらず、申請書に記載すべき事項の全部又は一部が記載さ

れなかったとき。 

③ 補正を求めたにもかかわらず、申請書に記載すべき事項以外の内容が記載されて

いるとき。 

④ 選定委員会の委員に個別に接触したとき。 

⑤ 虚偽の内容を記載したとき。 

⑥ その他選定委員会で協議の結果、審査を行うに当たって不適当と認められるとき。 

 

（４） 選定結果の通知 

     審査終了後、市は公の施設指定管理者選定委員会の委員長から審査結果の報告を受け、

速やかに指定管理者候補者を決定し、すべての申請団体に対してそれぞれの審査結果を通

知します。 

また、審査の結果は、海津市ホームページにおいて公表します。 

 

（５） 指定管理者の議決・指定通知 

     市は、指定管理者候補者を指定管理者として指定するため、その指定に係る議案を市議

会へ提出し、指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称、指定管理者となる団

体の名称、指定の期間等について地方自治法第２４４条の２第６項の議決を受けます。市

議会の議決を経て、選定法人を指定管理者として指定し、法人に通知するとともに、告示
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します。この指定通知が行われることにより選定結果が有効なものとして確定します。 

 

 

１１ 協定の締結 
指定管理者の指定の後に、市と指定管理者は、業務内容、管理の基準に関する詳細な事

項等について協議の上、令和９年３月末までに指定期間内の指定管理者業務に関する包括

的な事項を定めた基本協定を締結するものとします。 

 

（１） 基本協定の内容 

    ① 指定（協定）期間 

    ② 指定管理に関する基本事項・尊守事項 

    ③ 指定管理の範囲 

    ④ 各年度の事業計画に関する事項 

    ⑤ 各年度に市が支払う指定管理料に関する事項 

    ⑥ 各年度の職員の配置基準 

    ⑦ 物品類の使用・帰属に関する事項 

    ⑧ 責任・リスク分担 

    ⑨ 個人情報の保護に関する事項 

    ⑩ 実績報告に関する事項 

    ⑪ 連絡調整会議の開催に関する事項 

    ⑫ その他 

（２） 協定が締結できない場合の措置等 

指定管理者が、協定の締結までに次に掲げる事項に該当するときは、指定管理者の指

定の議決後においても当該指定を取り消し、協定を締結しないことがあります。 

① 正当な理由なくして指定の締結に応じないとき。 

② 財務業況の悪化等により、指定管理業務の履行が確実にできないと認められるとき。 

③ 著しく社会的信用を損なう等により、指定管理者としてふさわしくないと認められる

とき。 

 

 

１２ 業務実施状況の監視等 
（１） 連絡調整会議の開催 

     市は、指定管理者が行う業務の実施状況を把握し、良好な管理状況を確保するために、

毎月１回連絡調整会議を開き、計画や目標についての進捗状況を随時確認します。 

（２） 保護者会の開催その他アンケート実施 

     利用者に対するサービスの向上等の観点から、定期的に又は必要に応じて保護者会の開
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催やアンケート等により、利用者又は家族の意見・苦情等を聴取し、その結果及び業務改

善への反映状況について市に報告することとします。 

 

（３） 帳簿書類等の提出要求 

     監査委員等が市の事務を監査するために必要があると認める場合、指定管理者に対して

帳簿書類その他の記録の提出を求める場合があります。 

（４） 施設の維持管理に係るモニタリング 

指定管理者による管理の適正を期するため、海津市公の施設モニタリング評価に関す

る実施要綱に基づくモニタリングに協力してください。 

 

 
１３ 管理代行時の留意事項 

（１） 業務の継続が困難になった場合等の措置 

指定管理者は、業務の継続が困難になった場合、又はそのおそれが生じた場合は、速や

かに市に報告しなければなりません。その場合の措置については、次のとおりです。 

① 指定管理者の責めに帰すべき事由による場合 

      指定管理者の責めに帰すべき事由により、業務の継続が困難になった場合、又はその

おそれが生じた場合は、市は指定管理者に対して改善勧告等の指示を行い、期間を定め

て改善策の提出及び実施を求めることができます。この場合、指定管理者がその期間内

に改善することができなかった場合は、市は指定管理者の指定の取り消し又は業務の全

部又は一部の停止を命じることができるものとします。 

    ② 指定が取り消された場合等の賠償 

      上記アにより指定管理者の指定が取り消され、又は業務の全部若しくは一部が停止さ

れた場合、指定管理者は、市に生じた損害を賠償しなければなりません。 

    ③ 不可抗力等による場合 

      不可抗力その他市又は指定管理者の責めに帰することができない事由により、業務の

継続が困難になった場合、市と指定管理者は、業務継続の可否等について協議を行い、

継続が困難と判断した場合、市は指定管理者の指定の取り消し又は業務の全部若しくは

一部の停止を命じることができるものとします。 

（２） その他協議すべき事項 

     協定に定めのない事項及び疑義が生じた場合は、市と指定管理者双方が誠意を持って協

議するものとします。 

（３） 業務の引継ぎについて 

     指定期間の終了若しくは指定の取り消しにより、次期指定管理者に業務を引き継ぐ場合

は、円滑な業務の開始のため、引継ぎに協力して頂きます。 
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１４ 今後のスケジュール     

 指定管理者の募集から決定までのスケジュールは、次のとおりです。なお、詳細について

は、後記を参照してください。 

   募集要項等の配布   令和８年 ９月３０日（水）～１０月３０日（金） 

   質問書の受付     令和８年 ９月３０日（水）～１０月１６日（金） 

   申請書類の受付    令和８年１０月１３日（火）～１０月３０日（金） 

   面接審査（プレゼンテーション）の実施   令和８年１１月５日（木） 

指定管理者選定の結果通知         令和８年１１月中旬 

指定管理者の指定（市議会による議決）   令和８年１２月下旬 

基本協定の締結              令和９年３月 

前任者からの引継ぎ    令和９年１月～３月 

指定管理者による業務開始         令和９年４月１日 

※現地の見学を希望する場合は、令和８年９月３０日（水）から１０月１６日（金）の間に

海津市健康福祉部社会福祉課までご連絡ください。 

 

 

１５ 募集要項に関する質問 
（１） 質問の方法 

質問の内容を１件ごとに質問書（様式Ａ）に記載の上、郵送、ＦＡＸ、電子メール（※

件名の頭にはばたき指定管理者と明記してください。）のいずれかで行ってください。な

お、電話や来訪など口頭による質問は受け付けしませんのでご了承願います。 

（２） 受付期間 

令和８年９月３０日（水）午前９時から１０月１６日（金）午後４時３０分まで 

（必着） 

 （３） 受付場所 

     海津市健康福祉部社会福祉課障害福祉係 

  〒５０３－０６９５ 

  海津市海津町高須５１５番地（海津市役所東館２階） 

  海津市健康福祉部社会福祉課 障害福祉係 

     ＦＡＸ  （０５８４）５３－１５６９ 

  Ｅメール shakaifukushi@city.kaizu.lg.jp 

 （４） 回答の方法 

質問に対する回答は、競争上の地位、その他正当な利益を害する恐れのあるものを除

き随時、海津市ホームページで公表します。 

公表ページ 

https://www.city.kaizu.lg.jp/kurashi/0000004812.html 
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１６ 問い合わせ先 
    

   〒５０３－０６９５  

岐阜県海津市海津町高須５１５番地 

海津市健康福祉部社会福祉課 障害福祉係 

ＴＥＬ  （０５８４）５３－１１１１（代表） 

（０５８４）５３－１１３９（直通） 

    ＦＡＸ  （０５８４）５３－１５６９ 

    Ｅメール shakaifukushi@city.kaizu.lg.jp 

 

 

 


